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栃木県市町村総合事務組合 



【様式第1号】

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,988,159,837   固定負債 -

    有形固定資産 1,264,226,820     地方債 -

      事業用資産 704,743,594     長期未払金 -

        土地 390,247,060     退職手当引当金 -

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 781,323,358     その他 -

        建物減価償却累計額 -467,906,824   流動負債 7,674,610

        工作物 -     １年内償還予定地方債 -

        工作物減価償却累計額 -     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 6,160,430

        航空機 -     預り金 1,514,180

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 7,674,610

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,080,000   固定資産等形成分 8,223,985,090

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） 161,217,601

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 716,516,978

      物品減価償却累計額 -157,033,752

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 723,933,017

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 723,933,017

        減債基金 -

        その他 723,933,017

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 6,404,717,464

    現金預金 168,892,211

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 6,235,825,253

      財政調整基金 6,235,825,253

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 8,385,202,691

資産合計 8,392,877,301 負債及び純資産合計 8,392,877,301

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

    その他 -

純行政コスト 8,387,191,147

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 8,387,191,147

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 138,964,207

    使用料及び手数料 15,886,812

    その他 123,077,395

      社会保障給付 320,000

      他会計への繰出金 -

      その他 7,945,867,794

        その他 166,759

    移転費用 8,300,778,841

      補助金等 354,591,047

      その他の業務費用 166,759

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 -

        減価償却費 85,957,156

        その他 -

        その他 432,245

      物件費等 130,489,946

        物件費 44,532,790

        職員給与費 88,127,133

        賞与等引当金繰入額 6,160,430

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 8,526,155,354

    業務費用 225,376,513

      人件費 94,719,808

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 7,457,170,910 7,432,677,979 24,492,931

  純行政コスト（△） -8,387,191,147 -8,387,191,147

  財源 9,315,222,928 9,315,222,928

    税収等 8,967,159,209 8,967,159,209

    国県等補助金 348,063,719 348,063,719

  本年度差額 928,031,781 928,031,781

  固定資産等の変動（内部変動） 791,307,111 -791,307,111

    有形固定資産等の増加 1,080,000 -1,080,000

    有形固定資産等の減少 -85,957,156 85,957,156

    貸付金・基金等の増加 884,311,898 -884,311,898

    貸付金・基金等の減少 -8,127,631 8,127,631

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 928,031,781 791,307,111 136,724,670

本年度末純資産残高 8,385,202,691 8,223,985,090 161,217,601

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 842,407

本年度歳計外現金増減額 671,773

本年度末歳計外現金残高 1,514,180

本年度末現金預金残高 168,892,211

    その他の収入 -

財務活動収支 -

本年度資金収支額 136,839,948

前年度末資金残高 30,538,083

本年度末資金残高 167,378,031

  財務活動支出 -

    地方債償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債発行収入 -

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -877,264,267

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 4,697,688

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 4,697,688

【投資活動収支】

  投資活動支出 881,961,955

    公共施設等整備費支出 1,080,000

    基金積立金支出 880,881,955

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,014,104,215

  業務収入 9,454,187,135

    税収等収入 8,967,159,209

    国県等補助金収入 348,063,719

    使用料及び手数料収入 15,886,812

    その他の収入 123,077,395

    移転費用支出 8,300,778,841

      補助金等支出 354,591,047

      社会保障給付支出 320,000

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 7,945,867,794

    業務費用支出 139,304,079

      人件費支出 94,604,530

      物件費等支出 44,532,790

      支払利息支出 -

      その他の支出 166,759

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 8,440,082,920



注記

■重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価としております。

　　また、開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

②有形固定資産等の減価償却の方法

　　・有形固定資産

　　　　　定額法(間接法)を採用しております。

　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　　　建物　　　50年

　　　　　　物品　　　6年 ～ 15年

③引当金の計上基準及び算定方法

　　・賞与等引当金

　　　　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の

　　　　　支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

④資金の範囲

　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

⑤その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　・固定資産の計上基準

　　　　　固定資産は、取得価額が50万円以上の場合に資産として計上しております。

　　　　　ただし、50万円未満であっても、一式まとめて更新を行う場合は、資産単位ではなく、一式単位での

　　　　　合計金額を取得価額としております。(主に、会議室の机・椅子等が該当)

　　・消費税等の会計処理

　　　　　税込方式によっております。 

■重要な会計方針の変更等

　該当項目なし

■重要な後発事象

　該当項目なし

■偶発債務

　該当項目なし



■追加情報

①対象範囲(対象とする会計)

　　・一般会計

　　・特別会計

　　・退職手当事業

　　・消防災害補償事業

　　・非常勤職員災害補償事業

　　・消防救急無線設備事業

　　各事業は組織市町村へ財務四表の提供が必要となることから、一般会計から独立させております。

　　そのため、一般会計は当組合の総務部分のみを対象とした会計となっております。

②出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨(根拠条文を含みます。)及び出納整理

　期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨、財務書類の

　作成基準日は、会計年度末(3月31日)ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の

　計数をもって会計年度末の計数としております。

　（地方自治法 235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」）

③各財務四表の通知対象となる組織市町村等は以下の通りとなっております。

　　・一般会計

　　　　　14市 11町 13組合 1広域連合

　　・特別会計

　　　　　14市 11町

　　・退職手当事業

　　　　　11市 11町 13組合　  ( ※みなし連結のため、財務四表の提供無 )

　　・消防災害補償事業

　　　　　14市 11町

　　・非常勤職員災害補償事業

　　　　　10市 11町 11組合 1広域連合

　　・消防救急無線設備事業

　　　　　7市 5組合



2019/3/13

自治体名：栃木県市町村総合事務組合 年度：平成29年度
会計：一般会計等

（単位：円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)
事業用資産 1,171,570,418 1,080,000 - 1,172,650,418 467,906,824 15,978,841 704,743,594
　土地 390,247,060 - - 390,247,060 - - 390,247,060
　立木竹 - - - - - - -
　建物 773,825,998 - - 773,825,998 466,902,178 15,476,518 306,923,820
　建物付属設備 7,497,360 - - 7,497,360 1,004,646 502,323 6,492,714
　工作物 - - - - - - -
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他の有形固定資産 - - - - - - -
　建設仮勘定 - 1,080,000 - 1,080,000 - - 1,080,000
インフラ資産 - - - - - - -
　橋梁（公共土地） - - - - - - -
　道路（公共土地） - - - - - - -
　河川（公共土地） - - - - - - -
　ダム（公共土地） - - - - - - -
　山林（公共土地） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共土地） - - - - - - -
　公園（公共土地） - - - - - - -
　下水道（公共土地） - - - - - - -
　防火水槽（公共土地） - - - - - - -
　下水処理（公共土地） - - - - - - -
　トンネル（公共土地） - - - - - - -
　農道（公共土地） - - - - - - -
　林道（公共土地） - - - - - - -
　その他（公共土地） - - - - - - -
　橋梁（公共建物） - - - - - - -
　道路（公共建物） - - - - - - -
　河川（公共建物） - - - - - - -
　ダム（公共建物） - - - - - - -
　山林（公共建物） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共建物） - - - - - - -
　公園（公共建物） - - - - - - -
　下水道（公共建物） - - - - - - -
　防火水槽（公共建物） - - - - - - -
　下水処理（公共建物） - - - - - - -
　トンネル（公共建物） - - - - - - -
　農道（公共建物） - - - - - - -
　林道（公共建物） - - - - - - -
　その他（公共建物） - - - - - - -
　橋梁（公共工作物） - - - - - - -
　道路（公共工作物） - - - - - - -
　河川（公共工作物） - - - - - - -
　ダム（公共工作物） - - - - - - -

有形固定資産の明細

1/2



2019/3/13

自治体名：栃木県市町村総合事務組合 年度：平成29年度
会計：一般会計等

（単位：円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

有形固定資産の明細

　山林（公共工作物） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共工作物） - - - - - - -
　公園（公共工作物） - - - - - - -
　下水道（公共工作物） - - - - - - -
　防火水槽（公共工作物） - - - - - - -
　下水処理（公共工作物） - - - - - - -
　トンネル（公共工作物） - - - - - - -
　農道（公共工作物） - - - - - - -
　林道（公共工作物） - - - - - - -
　その他（公共工作物） - - - - - - -
　その他の公共用財産 - - - - - - -
　公共用財産建設仮勘定 - - - - - - -
物品 716,516,978 - - 716,516,978 157,033,752 69,978,315 559,483,226
　機械器具 - - - - - - -
　物品 716,516,978 - - 716,516,978 157,033,752 69,978,315 559,483,226
　美術品 - - - - - - -
合計 1,888,087,396 1,080,000 - 1,889,167,396 624,940,576 85,957,156 1,264,226,820

2/2
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基金の明細
自治体名：栃木県市町村総合事務組合
年度：平成29年度

( 単位 ： 円 )

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計 

(貸借対照表計上額)
(参考)財産に関する 

調書記載額

退職手当基金 4,988,330,552 1,187,951,369 6,176,281,921 6,176,281,921

消防災害補償基金 17,887,890 17,887,890 17,887,890

非常勤職員災害補償基金 41,655,442 41,655,442 41,655,442

消防救急無線設備整備基金 28,001,400 28,001,400 28,001,400

職員退職手当支払準備金 110,094,775 110,094,775 110,094,775

自治会館運営基金 414,900,000 414,900,000 414,900,000

自治会館施設整備基金 170,936,842 170,936,842 170,936,842

合計 5,771,806,901 0 0 1,187,951,369 6,959,758,270 6,959,758,270

1/1
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引当金の明細
自治体名：栃木県市町村総合事務組合
年度：平成29年度

( 単位 ： 円 )

目的使用 その他

賞与等引当金 6,045,152 6,160,430 6,045,152 0 6,160,430

退職手当引当金 0 0 0 0 0

合計 6,045,152 6,160,430 6,045,152 0 6,160,430

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度末残高
本年度減少額

1/1


